
 

大学における恒久定員内地域枠設置促進事業実施要綱  
 

 
Ⅰ．大学における医師の地域定着促進事業  

１．目的  
医師確保計画策定ガイドラインにおいて、「安定した医師確保を行う

ため、都道府県は、積極的に恒久定員内への地域枠や地元出身者枠の設

置について大学と調整を行うとともに、医師の育成や配置方法につい

て、大学と連携してキャリア形成を支援しつつ、地域枠等の医師が地域

医療に従事する仕組みを構築することが重要」とされている一方で、都

道府県や大学の協議等の状況によっては、恒久定員内地域枠の設置が十

分進んでいない場合もある。  
この事業では、都道府県の地域医療支援センターにおけるキャリア形

成プログラム等の取組と連携しながら、地域枠学生を受入れ育成する大

学において、恒久定員内へ地域枠を設置することで、地域への定着の取

組を促進させることを目的とする。  
 

２．事業の実施主体  

医師養成課程を有する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条

の規定に基づく大学（以下「大学」という。）とし、次の要件を満たす

ものとする。  
（１）地域枠学生やその他医学部学生に対するキャリア支援や教育を積

極的に行うこと。  
（２）令和９年度の臨時定員地域枠について、令和８年度と比較して減

少させること。  
（３）恒久定員内への（２）の減少分以上の地域枠の新たな設置又は追

加について、令和９年度募集における見込みがあること。  
（４）上記の（１）～（３）について、都道府県と調整を行うこと。  

ただし、（３）で設置する恒久定員内の地域枠については、都道府県

との調整が調った従事要件等を定めるか、「令和５年度以降の地域枠等

の定義について（令和 4 年４月 18 日事務連絡）」に定める地域枠と同じ

定義として運用すること。  
なお、大学は、事業の一部について、適切に事業を実施できると認め

た者に委託することができるものとする。この場合において、大学は、

委託先との連携を密にし事業に取り組むとともに、委託先から定期的な

報告を求めるものとする。  
 

３．事業の内容  

（１）地域枠学生・医師等の支援体制の構築及び運営  
大学内に以下の機能を有する地域枠学生・医師等の支援体制の構



 

築及び運営を行う。  
① 都道府県と連携し、恒久定員内地域枠設置の検討やキャリア

形成プログラム等への協力を行う。  

②  恒久定員内地域枠の設置に伴い必要となる地域枠学生や医師

への教育研修、その他医学部学生全体に対する地域定着に資す

る取組を実施する。  

③  医学部受験生やその保護者に対する地域枠医師のキャリアパ

スの理解を深めるための取組を実施する。  

なお、支援体制の構築及び運営にあたっては、類似の機能を有する

既存の体制を活用して差し支えないが、本事業の目的に即した必要な

要素を適切に取り入れることで、地域枠学生の効果的な支援体制の構

築を図ること。  
（２）（１）のほか、大学は恒久定員内地域枠の設置に必要な取組を行

う。  
 

４．実施主体の選定及び事業の評価  

（１）医政局長は、上記２に規定する実施主体について、別に定める公

募要領により公募するとともに、応募に関する諸条件等を満たす大

学のうち、厚生労働省医政局が設置する評価委員会による事業内容

の審査を経て決定する。  
（２）当該事業を実施した大学は、当該事業の成果等をまとめた報告書

について厚生労働省医政局あて提出するものとする。  
 

５．経費の負担  

事業の実施主体が、本要綱に基づいて実施する事業については、厚生

労働大臣が別に定める「医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備

事業費補助金交付要綱」に基づき、予算の範囲内で国庫補助を行うこと

ができるものとする。なお、補助額の決定に当たっては、恒久定員内に

設置した地域枠数等、地域への定着に向けた取組状況を考慮することと

する。  
 

６．その他  
（１）医政局長は、必要に応じ上記Ⅰ．３．（１）に規定する事業に係

る情報の提供を求めることができる。  
（２）医政局長は、大学に犯罪又は不適正な行為が認められた場合、そ

の他制度の適正な運営に支障があると認められる場合等、補助目的

を達成することが困難であると認める場合は、補助金の全部又は一

部を交付しないことがある。  
（３）その他、本事業の実施にあたり必要な事項については、医政局が

別に定めることがある。  



 

 
Ⅱ．専門研修以降における医師の定着状況等の把握のための基盤整備事業  

１．目的  
本事業においては、専門研修やそれ以降の医師のキャリアにおける地

域定着の状況等を効果的に把握するための基盤整備を推進し、把握され

た状況を関係者に提供することで、地域における質の高い医療の効果的

かつ効率的な提供のための議論ひいては取組の活性化等に資することを

目的とする。  
 

２．事業の実施主体  

一般社団法人日本専門医機構  
 

３．事業の内容  

（１）若手医師等に対するアンケート調査  
専攻医を含む若手医師等に対するアンケート調査を実施する。  

（２）専攻医の動向に関するデータベースの整備  
専攻医の動向等を把握し分析等を行うため、データベースにおける

情報項目の追加等、データベースの改修を行う。  
（３）（１）や（２）により得られた情報の分析及び情報提供  

アンケート調査の結果や、データベースにより得られる情報につい

て、分析を行い、専門研修その他の施策の議論に資する情報提供を行

う。  
 

４．実施主体の選定及び事業の評価  

一般社団法人日本専門医機構は、本事業により実施したアンケート結

果、データベースの改善内容、データ分析結果等、当該事業の成果等を

厚生労働省医政局に報告するものとする。  
 

５．経費の負担  

事業の実施主体が、本要綱に基づいて実施する事業については、厚生

労働大臣が別に定める「医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備

事業費補助金交付要綱」に基づき、予算の範囲内で国庫補助を行うこと

ができるものとする。  
 

６．その他  
（１）医政局長は、必要に応じ上記Ⅱ．３．（１）に規定する事業に係

る情報の提供を求めることができる。  
（２）医政局長は、一般社団法人日本専門医機構に犯罪又は不適正な行

為が認められた場合、その他制度の適正な運営に支障があると認め

られる場合等、補助目的を達成することが困難であると認める場合



 

は、補助金の全部又は一部を交付しないことがある。  
（３）その他、本事業の実施にあたり必要な事項については、医政局が

別に定めることがある。  
 


